
グレナダ

ゴーブ伝統的漁業地域基盤改善計画

外部評価者：アイ・シー・ネット株式会社

オレニコブ 麻紀子、宇田川 和夫

０. 要旨

本事業は、グレナダのグレナダ島セント・ジョン郡ゴーブ地区において、桟橋の新設、

水産センターの改築及び関連施設の整備等を通じた施設の機能拡充により、漁業流通量の

増加と操業漁船の安全性強化を図り、もって漁業従事者の収入増加、食料自給率の増加及

び就業機会の増加に寄与することを目的に実施された。本事業は、計画時ならびに事後評

価時のグレナダの開発政策及び日本の援助政策における重点分野と合致しており、また、

同国の農林水産環境省の開発政策、水産分野の開発ニーズとも合致しており、妥当性は高

い。事業期間は計画内に収まったが、事業費は計画を上回ったため、本事業の効率性は中

程度である。本事業実施後、漁業用通信施設が整備されたことにより海難事故が減少した

ほか、新水産センターでは氷の不足及びポスト・ハーベスト・ロス 1が無くなったため、操

業時間・操業日数が増加し、年間取扱量が増加した。これに伴い就労漁民数及び漁船数は

増加し、雇用機会が創出された。以上から、本事業の有効性・インパクトは高い。本事業

の運営・維持管理は体制面及び技術面に問題はないが、財務面では、水揚げの受入手数料

や餌庫運営、冷蔵施設運営、冷凍庫施設運営による各収入は計画値を上回るものの、最大

の収入源となるはずであった燃料販売が事後評価時点においても未開始であるため安定し

た収入が得られておらず、財務状況に一部課題がある。よって本事業によって発現した効

果の持続性は中程度である。以上より、本プロジェクトの評価は高いといえる。

１. 事業の概要

案件位置図 改修された新水産センター

1  水揚げ後に損失が生じること。 
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１.１ 事業の背景 

グレナダは東カリブ海の小アンティル諸島に属し、人口 11 万人 2、国土面積 334km2（佐

渡島の半分弱）の火山性島嶼国である 3。小麦、香辛料となるナツメグなど伝統的農産物と

ともに、水産物は同国の主要輸出品目である一方、水産物の輸出額と輸入額はほぼ同額で

ある。グレナダ政府は豊富な水産資源に着目し、1980 年代後半以降、同資源の持続的な有

効活用を通して国民の栄養改善と食料自給、輸出振興、雇用創出、零細漁民の収入増加な

どに取り組んできた。これに対し、日本政府は 1989 年～2002 年に 4 件の無償資金協力事業

を実施し、グレナダの水産分野の開発を支援してきた。他方、2004 年のハリケーン襲来 4に

よって、同国各地の水産施設は大きな被害を受けた。

グレナダ島セント・ジョン郡ゴーブ地区は、過去 300 年以上にわたり漁業を生業として

きた同国最大の伝統的漁村集落である。国内にある 45 の水揚げ地のうち、農林水産環境省

水産局（以下、「水産局」という。）管理下の主要水揚げ地は 7 カ所 5ある。ゴーブ地区はグ

レナダ島西海岸で第 1 位の水揚げ地であり、また、同地区の水揚げ高は全国の水揚高合計

の 15％を占める。しかし、ゴーブ地区の水産施設は 2004 年のハリケーンで国内各地の水産

施設と同様に大きな被害を受けたうえ、十分な製氷施設がない、水産市場の立地が不便で

ある、海象条件によっては小型漁船の水揚げが困難である、などの問題を抱えていた。

国際協力機構（JICA）による協力準備調査（2008 年）にて、ゴーブ地区の漁業形態が沿

岸漁業から沖合域浮魚（回遊魚）漁業に変化したことに既存の水産施設は対応できておら

ず、また、沖合域で操業する漁船の安全に必要な無線設備も未整備なこと、冷凍保管設備

がないために水揚げの 1 割程度が捨てられていることなどが判明し、同地区の水産施設改

善の妥当性が確認された。これを受け、ゴーブ地区において桟橋の新設、水産センターの

改築及び関連施設の整備等を行う本事業を実施した。

１.２ 事業概要 

グレナダ島のセント・ジョン郡ゴーブ地区において、桟橋の新設、水産センターの改築

及び関連施設の整備等を通じた施設の機能拡充により、漁業流通量の増加と操業漁船の安

全性強化を図り、もって漁業従事者の収入増加、食料自給率の増加及び就業機会の増加に

寄与する。

2  グレナダ統計局（2007 年） 
3  グレナダ国は 6 郡からなるグレナダ島とグレナディーン諸島にあるグレナダ属領のカリアク島・プティ

トマルティニーク島の 1 属領区からなる。グレナダ本島はグレナディーン諸島の最南端に位置する。 
4  ハリケーン「イヴァン」は、2004 年 9 月に発生した近年の観測史の中でも最大級の勢力を持つ熱帯低気

圧で、グレナダを直撃した。これにより、少なくとも 39 人が死亡、グレナダの家屋の 90%以上が倒壊な

どの被害を受けた。
5  主要な水揚げ地には製氷機や販売区画、加工区画などが整備されている。
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図 1 本事業水産センターと無線アンテナの位置（グレナダ島） 

出所：JICA 提供資料 
 

 

E/N 限度額/供与額 1,170 百万円 / 1,168 百万円 

交換公文締結/贈与契約締結 2009 年 12 月 / 2009 年 12 月 

実施機関 農林水産環境省水産局 

事業完了 2012 年 10 月 

案件従事者 
本体 東亜建設工業株式会社 

コンサルタント 株式会社エコー 

基本設計調査 2009 年 8 月 

詳細設計調査 ‐ 

関連事業 【技術協力：専門家派遣】 
・漁業開発（1990 年） 
・漁業技術指導（1990 年） 
・水産経営流通（1995 年） 
・水産資源、漁業技術（2000 年） 
・水産物の取扱及び流通（2006 年） 
【無償資金協力】 
・沿岸漁業開発計画（1989 年） 
・セント・ショージス漁業施設建設計画（1994 年） 
・メルヴィル・ストリート魚市場建設計画（1998 年） 
・グレンヴィル水産物流通改善計画（2002 年） 
【他機関案件】 
・小規模修復工事（2004 年、米国国際開発庁・カナダ

国際開発庁） 
・無償の資金・資材支援（2004 年、国連食糧農業機関・

米国国際開発庁・カナダ国際開発庁） 

（首都） 
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２. 調査の概要

２.１ 外部評価者 

オレニコブ 麻紀子（アイ・シー・ネット株式会社）

宇田川 和夫（アイ・シー・ネット株式会社）

２.２ 調査期間 

今回の事後評価にあたっては、以下のとおり調査を実施した。

調査期間：2014 年 11 月～2015 年 10 月 

現地調査：2015 年 2 月 20 日～3 月 3 日、2015 年 6 月 1 日～6 月 4 日 

３. 評価結果（レーティング：B6）

３.１ 妥当性（レーティング：③7）

３.１.１ 開発政策との整合性 

計画時、「グレナダ戦略的国家開発計画」（2007 年）は水産業を同国経済における第一次

産業の重要な分野の一つに位置付け、水産業開発を通じた現金収入の増加、漁獲物による

食料自給率の増加、外貨獲得の増加、雇用促進等を目標としていた。また、2002 年に策定

された水産分野の開発計画である「漁業管理・開発計画」では、目標の一つとして「総合

的かつ適性規模の漁業インフラの整備促進と人的資源の開発」が挙げられていた。

事後評価時における「グレナダ成長貧困削減戦略」（2014 年～2018 年）では、同国の人

口の 3 分の 2 が貧困層に属し、その半数以上が農業・漁業や建設分野に従事していること

から、雇用創出の面から漁業セクターが重要視されている。他方、「グレナダ戦略的国家開

発計画（改訂版）」（2012 年～2017 年）では、水産業はナツメグ 8に代わる輸出の主要産物

となったため、経済成長と貧困削減を実現するには観光とともに漁業が最重要分野である

ことが示されている。また、2015 年 2 月に農林水産環境省は国家が定めた新しい経済目標

に沿って作成した省内計画（2015 年～2017 年）にて、雇用の創出と外貨獲得、国民の貧困

削減と食料安全保障を図るため、魚の品質保証、漁業資源の保全と管理、不法・無報告及

び無規制漁業の防止、漁民組合の強化、漁民の能力向上を優先課題に挙げている。

以上により、零細漁業振興を行う本事業の実施は、計画時、事後評価時ともにグレナダ

の開発政策との整合性は高い。

6  A：「非常に高い」、B：「高い」、C：「一部課題がある」、D：「低い」。 
7  ③：「高い」、②：「中程度」、①：「低い」。 
8  グレナダのナツメグは 2004 年まで世界第 2 位の輸出量を誇っていた。2004 年 9 月と 2005 年のハリケー

ン襲来により、ナツメグ木の 80%に被害が発生し、輸出量の 70%が減少した。2004 年から 2009 年まで、

魚製品が農水産物の輸出に占める割合は 18.9%から 44.6%に増加、それに対しナツメグは 61.0％から

29.7%に減少した。 
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３.１.２ 開発ニーズとの整合性 

計画時、桟橋のハリケーンによる被害や水産施設の老朽化により、ゴーブ地区の水産セ

ンターは改善の必要性が高かった。漁船の安全性に関しては、1990 年に制定された「漁船

の安全設備に関する規則」に沿った海難事故防止への取り組みが行われていたが、ゴーブ

地区を拠点とする漁船の多くが VHF 無線の交信可能範囲を超えた水域で操業しており、緊

急時に連絡が取れないことが原因とされる事故が 5 年間で 16 件発生するなど、無線設備を

整備する必要性が高かった。 

本事業により水産施設が改修された後、ゴーブ地区は国内で第 3 位の水揚げ地となった。

同地区で漁獲された生鮮マグロはアメリカ向け輸出品ならびに良質な動物タンパク質源と

して国内への供給が期待されている。輸出を活発化させるには十分な氷の供給と衛生的な

加工処理が必要であり、漁業従事者 9の利益確保のためにも、同施設の活用は今後も重要で

ある。氷の安定供給により、漁獲物の鮮度維持が可能となることで、沖合での操業時間が

長くなり、VHF 無線を通した漁船の安全確保も重要となった。したがって、本事業は計画

時から事後評価時に至るまで、開発ニーズとの整合性は高いといえる。 

 

３.１.３ 日本の援助政策との整合性 

計画時の日本のグレナダに対する援助方針によると10、海洋生物資源の持続可能な利用と

いう共通の利害を有する同国との協力関係は、日本にとって重要であり、技術協力、水産

無償資金協力及び草の根・人間の安全保障無償資金協力を中心にこれまで協力が行われて

いた。1989年以降、計画時に至るまで、日本は同国に対して水産分野で4件の無償資金協力

と専門家派遣による協力を継続的に実施しており、本事業はこれまで実施してきた水産分

野の支援の延長上にある。したがって、本事業は計画時の日本の援助政策との整合性は高

いといえる。 

 

以上より、本事業の実施はグレナダの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に

合致しており、妥当性は高い。 

 
３.２ 効率性（レーティング：②） 

３.２.１ アウトプット 

本事業で計画された日本側負担によるアウトプット及びその実績は表 1 のとおりである。

新水産センター棟の特殊設備の一つである餌庫が拡大された以外は、計画どおりに実施された。

餌庫の拡大は、浜辺での定置網漁業が普及し、餌魚を釣れるようになったため遠洋漁業が活

発になり、より多くの餌を保存する必要が生じたことによるもので、適切なアウトプット

の変更であったと考えられる。水産局へのインタビュー及び現地視察によると、施設・機材の品

質に問題は見られず、計画された利用目的に照らして設計・仕様は適切であると考えられる。 

9  漁民と輸出業者を指す。 
10  ODA 国別データブック 2009 年度版による。 

 
5 

                                                   



 

表 1 本事業のアウトプットの計画と実績 

計画 実績 

1．桟橋： 

1 基、構造：鋼管杭式（防食工付）、岸壁部：45m x 9.0m、取付部：38m x 4.88m 
計画どおり 

2．外構・その他： 

① 埋立・埋め戻し工事（900m2） 

② 護岸・パラペット（100m） 

③ 駐車場及び取付道路 

④ 既設桟橋取壊し 

計画どおり 

3．新水産センター棟： 

1 棟（一部 2 階建）、構造：RC 構造（延べ床面積 1,110.52m2） 

特殊設備： 

① 製氷機（4 トン/日) 

② 貯氷庫（10 トン) 

③ 冷凍庫（急速冷凍庫：17m3、冷凍保管庫：87m3、緩慢冷凍保管庫：117m3) 

④ 冷蔵保管庫 38m3 

⑤ 餌庫 43m3、小売販売台：10 台（魚洗浄流し台付き）、既設水産センターの一部取

壊し 

①～④は計画

どおり 

 

⑤餌庫の拡大

（43m3 から

58m3への 15m3

増） 

4．ワークショップ棟： 

1 棟、構造：RC 構造（遮ベ床面積 27.04m2）、既存水産センター棟の一部撤去 
計画どおり 

5．網干場： 

4 棟、構造：RC 構造（延べ床箇積 34.44m2） 
計画どおり 

6．排水処理施設： 

1 基、構造：浄化槽（流入汚水量：5.93m3、放流 BOD 濃度：20mg/L） 
計画どおり 

7．漁業用通信施設： 

① アンテナ鉄塔、数量：1 塔（高さ：55.0m） 

② リピーター小屋等、数量：2 棟（事務所棟、発電機・倉庫棟）、構造：RC 構造（発

電機 1 基） 

計画どおり 

8．機材： 

① フォークリフト：1 台（積載能力 1 トン） 

② クレーン付きトラック：1 台（車両重量 2 トン、吊り上げ荷重 1 トン） 

計画どおり 

出所：JICA 提供資料、グレナダ水産局回答 
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新水産センターの冷凍庫（事後評価時） グラン・エタン地区に整備された 

アンテナ鉄塔（事後評価時） 

 

図 2 水産施設配置図 

出所：JICA 提供資料 

 

３.２.２ インプット 

３.２.２.１ 事業費 

事業費の計画及び実績は表 2 のとおりである。本事業の総計画事業費は 1,181 百万円（日

本側負担は 1,169 百万円、グレナダ負担 12 百万円）であったのに対し、実績額は 1,188 百

万円（日本側負担 1,169 百万円、グレナダ側負担 19 百万円）となり、計画を上回った（計

画比 101％）。実績額が計画額をわずかに上回った主な理由は、グレナダ側負担で設置され

たガソリン及びディーゼル油供給配管設備において、岸壁に近くハリケーンに対応できる

新水産センター 

ワークショップ 
護岸 網干場 

駐車場 

新設桟橋 
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ようにするため、協力準備調査で想定されていたものより頑丈なタンクの敷設が必要と判

断されたことにより、設置費用が計画の 3 倍に増加したためである。 
 

表 2 事業費の計画及び実績 

 計画 実績 

日本側 1,169 百万円 1,169 百万円 

グレナダ側 12 百万円 19 百万円 

合計 1,181 百万円 1,188 百万円 

出所：JICA 提供資料、水産局質問票回答 

 
３.２.２.２ 事業期間 

本事業の計画時における事業期間は詳細設計・入札を含めて 2010 年 1 月から 2011 年 11

月までの 23 カ月であったのに対し、実際の事業期間は 2009 年 12 月 22 日から 2011 年 11

月 21 日（23 カ月）となり、計画内に収まった（100％）。 

 

以上より、本事業は事業期間については計画内に収まったものの、事業費が計画を上回

ったため、効率性は中程度である。 

 
３.３ 有効性 11（レーティング：③） 

３.３.１ 定量的効果（運用・効果指標） 
本事業に関する運用指標、効果指標の計画・実績を下表 3 のとおり整理する。本事業の

運用指標は「氷生産量能力」、効果指標は「ポスト・ハーベスト・ロス」、「年間取扱量」、「外

洋での電波到達距離」である。 
 

表 3 運用・指標効果指標の目標値及び実績値 

指標 
基準値 
2007 年 

目標値 
2014 年 
事業完成 

3 年後 

実績値 
2012 年 
事業完成 

1 年後 

2013 年 
事業完成 

2 年後 

2014 年 
事業完成 

3 年後 
運用指標 
1． 氷生産能力（年

間平均能力） 
1.1 トン/日 4.0 トン/日 4.0 トン/日 3.4 トン/日 2.0 トン/日 

効果指標 
2． ポスト・ハーベ

スト・ロス 
61,977lbs/年 減少する 0lbs/年 0lbs/年 0lbs/年 

3．年間取扱量 428,782lbs/年 増加する 517,155lbs/年 488,523lbs/年 488,580lbs/年 
4． 外洋での電波

到達距離 
0 マイル 90 マイル 100 マイル 100 マイル 100 マイル 

出所：JICA 提供資料、水産局統計資料 

*1lbs（ポンド）＝約 0.45kg、1 マイル=約 1,609.34m 

11  有効性の判断にインパクトも加味して、レーティングを行う。 
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（１）氷不足の解消 

本事業実施前、ゴーブ地区の旧水産センターではハリケーンによる被災等で製氷能力が

低下し、同地区から 20km 離れた他の水揚げ地で氷を購入する必要があった。ゴーブ地区を

港とする 5 隻の中型延縄船は、1 回の操業日数が 3～4 日間と比較的長く、氷を準備できず

に出漁を諦めることが多くあり、同地区の水揚げ量に影響していた。本事業実施により、

新水産センターにおいて最盛漁期で水揚げがピークに達した時でも氷の不足が生じないよ

うに、日産 4 トンの製氷能力をもつ製氷機及び最大 10 トンの氷を貯蔵できる貯氷庫が整備

され、氷不足による出漁への制約がなくなった。また、同施設は近隣施設から車で 45 分の

距離にあり、製氷機が故障していた他の水揚げ地に対しても氷の提供を行う余裕があった。 

本事業による新水産センターが完成して 2 年近くが経過した 2013 年 10 月に、コンプレ

ッサーの潤滑油が抜けて焼き付き、2 基ある製氷機のうち 1 基が故障した 12。これにより製

氷能力は半減し、日産 2 トンに減少した。事後評価時点（2015 年 5 月）では、故障した製

氷機の修理はまだ行われておらず、製氷能力は日産 2 トンのままであった。製氷機の故障

以降、盛漁期においてゴーブ地区の一部の漁民は同地区に本社がある水産会社、または、

同地区から 10km 離れた他の水揚げ地の水産会社や同水揚げ地区の南部漁民組合にて氷を

購入する必要があった。グレナダ島西岸地区にあるワータム水揚げ地の漁民によると、ゴ

ーブ水産センターの氷の購入には時間がかかるものの、水揚げに影響はなかったとのこと

であった。故障した製氷設備は我が国の無償資金協力により修理される予定であり、2016

年初頭には製氷能力が日産 4 トンに回復する見込みであるため、製氷能力に関する効果の

発現も見られると考えられる 13。したがって、事業の実施により期待された目標はほぼ達成

されている。 

 

（２）ポスト・ハーベスト・ロスの減少 

事業実施前、ゴーブ地区には漁獲物の冷蔵施設・冷凍保管施設がなく、製氷能力も限ら

れていたため、水揚げの 1 割以上が廃棄されていた。そのため、盛漁期等には魚を獲り過

ぎると無駄になる可能性が高いことから、漁師が出漁を控える理由の一つとなっていた。 

事業実施後は、大漁時や販売できなかった余剰の魚があっても冷蔵または冷凍保管が可

能となったため、漁獲物を無駄にすることがなくなり、ポスト・ハーベスト・ロスはゼロ

になった。このように、ポスト・ハーベスト・ロスを減らすという目標は十分に達成され

た。 

 

（３）年間取扱量の増加 

指標「年間取扱量の増加」について、事業実施前、ゴーブ地区では製氷施設の能力不足、

ポスト・ハーベスト・ロス等により盛漁期の漁獲物の水揚げ・出荷が滞り、出漁を見合わ

12  日常の点検やスタッフの技術力に起因する故障ではなく、当該機器自体に起因したことを確認済み。 
13  水産局は農林水産環境省から修理のための予算を得られなかったため、日本政府に支援を要請し、2014

年 9 月に総額 484 万円の機材供与について交換公文が締結された。調達手続きの後、2016 年初頭に機材

が設置される見込みである。 
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せる事態も生じていたほか、操業中に魚の鮮度が落ちることも多々見られた。 

ゴーブ地区における水揚げ量は事業実施前（2007 年）の年間 43 万ポンドに比べ、事業実

施後の 3 年間（2012 年～2014 年）は、年間 49～52 万ポンドと増加が続いている。事業完

成後 3 年間の平均は年間 50 万ポンドで、同平均と 2007 年の水揚げ量を比べると 16％増と

なった。受益者調査の一環として実施した漁民への質問票調査によると 14、事業実施前に比

べ、漁民の 2 割が 1 日の操業時間の増加を、同じく 2 割が年間操業日数の増加を報告して

いる。このように、水産流通施設・製氷施設の整備により水揚げ量・出荷量、出漁回数へ

の制限がなくなり、ポスト・ハーベスト・ロスがなくなった結果、年間取扱量が増加する

という目標は達成された。 

 

 

 
図 3 ゴーブ地区の水揚げ量の年間変動 

出所：水産局データより評価者が作成 

 

ゴーブ地区の水揚げ量の年間変動を図 3 に示す。グレナダの漁業は海況に影響を受ける

ため、年により盛漁期も異なり、水揚げ量に増減がある。例えば、2014 年はグレナダ島西

岸地区全体で、浜辺定置網漁で獲れる餌魚となるトビウオが 6 月に、アカアジとギンガメ

アジが 9 月～10 月にそれぞれ激減し、餌魚の漁獲量が減った。このため、凍っていない餌

魚しか使用できない小型船の多いゴーブ地区では、餌魚不足のため漁に出られず、その結

果、同地区の水揚げ量にも影響した。 

 

14  受益者調査として本事業の施設利用者を対象に、全受益漁船（151 隻）の半数程度を無作為抽出し、船

長と乗組員に質問票を用いたインタビューを行った（75 人うち女性 1 人）。また漁民以外の施設利用者、

販売員、現地雇用の水産局職員、小売り・卸業者（9 人、うち女性 5 人）、輸出業者（1 名）及び漁業組

合などの漁民組織代表者（1 人、うち女性 0 人〉、一般消費者（21 人、うち女性 15 人）に質問票とイン

タビュー調査を行った。 

単位：ポンド 
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（４）操業の安全性向上 

事業実施前、グレナダ島北東部に位置する既設電波塔の電波は、地形条件のため同島西

側海域まで届かず、沖合域で操業する漁船活動の監視や緊急発信信号の受信ができず、漁

民の安全確保が困難であった。ゴーブ地区では計画時、2002 年から 2007 年の 5 年間で 30

件の海難事故が発生しており、うち 16 件は緊急時に連絡が取れなかったことが原因である

と指摘されていた。 

本事業により新たな電波塔がグレナダ島南部に建設された結果、電波は計画を 10 マイル

上回る 100 マイルまで到達することが可能となった。その結果、2012 年に 12 件発生した海

難事故は、2013 年には 2 件、2014 年には 1 件と、大幅に発生回数が減少した。また、沖合

から 20 マイル離れた場所にて発生した船の故障事故では、無線連絡が取れたことにより沈

没前に乗組員全員が救出された例がある。水産局及び漁民によると、無線が広く活用でき

るようになったため、漂流などの事故が未然に防げていることから、本事業で整備された

通信設備の機能は高く評価されている。また、通信設備の機能はゴーブ地区だけでなくグ

レナダ島西部地域を広くカバーしており、操業の安全性を向上する効果は同島西部地域全

体に波及している。なお、グレナダでは従前より全ての漁船は VHF 無線機を持つことが義

務付けられている。 

したがって、操業の安全性を向上するという目標は十分に達成された。 

 

３.３.２ 定性的効果 

前述の定量的効果に加え、本事業では想定された様々な直接効果に関して、以下が確認

された。 

 水揚げ作業の効率化：事業実施前、ゴーブ地区の既設施設の桟橋では老朽化のため

に安全な操業ができず、漁船が桟橋の下に潜り込み、波により桟橋に打ち付けられ

て損傷するなどの事故が発生していた。本事業により桟橋は改善され、このような

事故はなくなり、安全且つ効率的な水揚げ作業が実現した。水揚げ時間についても、

漁民の過半数は減少したと回答した。 

 水産物の鮮度保持と衛生的な販売：事業実施前、旧水産センター内の販売台は乱雑

に並び、魚はアイスボックスに入れて売られていた。本事業実施により、販売スペ

ースの区画整理がなされ、氷を敷く場所が確保され、商品を陳列することが可能と

なった。氷は、事業実施以前は販売されていたが、事後評価時点では事業完成以後

水産局から無料で支給されており、十分に利用されている。以上により、水産物の

鮮度保持と衛生的な販売が可能となった。 

 水産市場の活用：水産局の推計では、鮮魚の購入に来る水産市場の利用者数は年間

約 1,600 人であり、計画時の利用者数 1,600～1,900 人と比べ同程度である。事業実

施前、水産市場では購入意思のない来訪者が多く、万引き被害がよく見られたが、
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事業実施後は市場が以前に比べ道路から 20m ほど奥に移ったため徒歩での来訪者

が若干減り、万引き被害は減少したという報告もあった。一方、車で訪れる購入者

は増えたことから、事後評価時においても水産市場は、引き続き利用されていると

いえる。 

 取扱魚の種類の増加：事業実施後、大型船の操業及び大型魚の取り扱いが便利にな

り、また、冷凍冷蔵施設・加工施設が完備したことにより、鮮魚から冷凍魚まで取

扱魚の種類が増加した。輸出向けのマグロ処理、国内向けの冷凍輪切り加工魚の種

類（マグロ、バショウカジキ等）が増加した。 

 加工魚の効率的な取扱：事業実施後、鮮魚の受け入れ作業場では大型魚の裁断処理

や計量が効率的に行われている。また、加工室は民間輸出業者に貸し出されている

が、同業者によれば以前に比べて加工作業場のスペースが 3 倍以上に拡大し、輸出

に必要なパッキング作業等が効率的に行えるようになった。 

 漁民研修の実施回数と参加者数の増加：2012 年に水産局による漁民研修 15が 1 回

実施され、参加者数は 18 人であったが、本事業によって研修施設が改善された後

の 2013 年には同研修が 6 回実施され、計 329 人が参加した。実施機関へのインタ

ビューによると、船長は餌箱や、軽くて耐久性のあるファイバーガラス製の船への

投資を行うため、銀行の融資への申し込みが増え、また、従前は水揚げ場では紙一

枚での帳簿付けが主流だったが、ノートを使った帳簿付けが促進されたという。し

たがって、研修による正の効果があった。なお、2014 年以降、グレナダ政府の財

政悪化の影響により研修費用への支出が認められておらず、事後評価時点において

漁民研修は実施されていない。 

受益者調査によると、漁民、住民及び一般消費者の施設利用者の満足度は高い。また、

漁民の 4 分の 3 は新水産センターでの漁民に対する氷販売や冷凍庫利用、駐車場などのサ

ービスが向上したと回答し、ほぼ全ての漁民（96％）が新水産センターに満足している。

施設別には漁民（75 人中 53 人）が氷供給・冷蔵保管施設に満足し、半数が桟橋に満足して

いると回答した。ただし、桟橋については、高い橋桁から漁船に降りるための水揚げ用階

段が狭く、大型魚の水揚げに不便だという指摘があった。また、受益者調査を行った周辺

住民 20 人全員が新水産センターの氷販売に満足している。 
 

以上より、ゴーブ地区では氷不足が解消しポスト・ハーベスト・ロスがゼロになったこ

とにより、年間取扱量の増加が達成された。さらに、漁業通信施設の整備により沖合域で

操業する漁船との通信手段が確保され、海難事後が減少するなど、操業漁船の安全性向上

も達成された。併せて想定された水産物の鮮度保持と衛生的な販売、水揚げ作業の効率化

15  水産センター施設長兼普及員が講師として行った研修の内容は、「漁民のための会計基礎」というもの

であった。 
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の効果も発現しており、本事業の有効性は高い。 

 
３.４ インパクト 

３.４.１ インパクトの発現状況 

本事業には漁業従事者の収入増加、食料自給率の増加及び就業機会の増加への貢献が期

待されていた。これらのインパクトの発現状況は以下のとおりである。 

 

（１）漁業従業者の収入増加 

水産市場関連業者の収入の増加について、水産局統計によると水産センター加工室を借

り受けている民間水産会社（一社）の輸出量（金額ベース）は 2012 年の 14 万 4 千ポンド

から 2013 年、2014 年には 23 万ポンドに大きく増加した 16。同社へのインタビューによる

と、より効率的に加工作業ができるようになり、従業員を増員することなく輸出量の増加

を実現できているという。よって、従業員の収入も増加したと考えられる。他方、水産市

場の小売業者、加工従事者からは本事業実施後に収入が増加したとの意見はあまり聞かれ

なかった。 

漁民については、本事業により、受益者調査から年間出漁日数と 1 日の漁獲量が増加し、

漁獲物の単価の減少がないことから、収入は増加していると考えられる。受益者調査では、

漁民 75 人中 38 人（51%）は収入に変化がないと答えたものの、28 人（37%）は収入が増

えたと答えており、収入が減少したと回答したものは数名にとどまった。よって、本事業

が一部の漁民の収入向上に貢献したものと考えられる。 

 

（２）食料自給率の増加（国民への蛋白源の供給） 

国民 1 人当たりの水産物消費量は、2011 年の 52.1 ポンド（23.6kg）から 2014 年には

57.9 ポンド（26.3kg）に微増 17している。さらに、輸出量の増加は輸入量の増加を下回り、

ゴーブ地区の水産物取扱量の増加は国内供給量の増加をもたらし、国民 1 人当たりの水産

物消費量の増加に貢献していると考えられる。なお、水産センター周辺の住民への質問票

調査によると、大部分の住民は毎日魚を食べるが、事業実施前と比べて水産物の消費量に

大きな変化は見られなかった。しかし、上述した統計では、全体の水産物消費量は増えて

いるため、効果の発現があったと判断する。 
 

（３）就業機会の増加 

水産局統計によると、表 4 に見られるように、ゴーブ地区の漁船数は 2012 年の 162 隻か

ら 2014 年の 187 隻に、就労漁民数は 406 人から 451 人に、それぞれ増加している。この増

加は同地区の水産施設整備により可能となったものであり、本事業の貢献があったと考え

られる。 

16  水産局統計室の 2015 年及び 2014 年輸出量統計による。 
17  水産局及び、財務・計画・経済開発・通産・エネルギー・組合省統計局の 2012 年～2014 年、全国水産

物漁獲量、輸出量及び輸入量統計による。 
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表 4 本事業前後の漁船数及び就労漁民数の比較（ゴーブ地区） 

単位：船舶数（隻）と漁師数（人） 

 

船舶数 

2011 年 
事業完成年 

2012 年 
事業完成 1 年後 

2013 年 
事業完成 2 年後 

2014 年 
事業完成 3 年後 

船内機 9 10 12 13 
キャビンあり船外機 12 14 16 18 
キャビンなし船外機 120 126 129 142 
引き網漁船 12 12 14 14 

合計 153 162 171 187 

 

就労漁民数 

2011 年 
事業完成年 

2012 年 
事業完成 1 年後 

2013 年 
事業完成 2 年後 

2014 年 
事業完成 3 年後 

船内機 36 40 48 52 
キャビンあり船外機 36 42 46 50 
キャビンなし船外機 240 252 260 273 
引き網漁船 72 72 76 76 

合計 384 406 430 451 

出所：JICA 提供資料、水産局提供資料 

 

３.４.２ その他、正負のインパクト 

３.４.２.１ 自然環境へのインパクト 

（１）自然環境へのインパクト 

本事業実施にあたり、水産局は協力準備調査で行った環境影響の分析に基づいて環境影

響評価書を作成し、構造設計図・詳細設計図等の必要書類とともに財務省建設計画局に提

出して 2010 年 3 月に開発許可を取得した。また、水産局の質問票への回答によると、工事

中の粉塵、騒音について大きな問題は生じなかった。 

 

（２）廃棄物 

本事業では水産加工施設及び水産市場から加工残滓を含む排水と廃棄物が発生する。排水につい

ては、本事業では放流場所としては「沿岸」、業種としては「食肉加工」に該当し、保健省が定め

る同業種の排水基準に適合するような排水処理が行われた後、浄化した水を地下へ浸透させる計画

であった。 

グレナダ国内の水産施設における排水検査は、2011年までグレナダ農林水産環境省に属する産物

化学研究室によって行われていたが、2012年以降、人員配置や試薬、機材を購入する予算がないた

めに実施されていなかった。このため、本事業の水産施設が開設した 2012 年以降は検査が行われ

ていなかったが、本事後評価を受けてグレナダ国家上下水道局 18が 2015 年 5 月に検査を行った結

18  グレナダ国家上下水道局は、国の通信・事業・物理的開発・公共事業・情報通信技術省の傘下にある機

関で、水道施設の維持・管理、水源管理、水道施設の整備、水質管理などを行っている。 
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果、大腸菌数が基準値を大幅に超えていることが判明した（表 5）。これに対して、同水道局から殺

菌消毒による簡易な処理方法の提案があり、新水産センターは同処理方法を 2015 年後期から実践

する方針である。また、米州農業協力研究所、東カリブ諸国機構、欧州連合、日本政府などが水質

などの検査器具がないため、2015年中に検査薬や検査器具などの機材供与を行う。これにより、今

後は排水検査が定期的に行われる見通しである。 

 

表5 排水基準と事後評価時の実績値 
パラメータ 基準値（計画時） 

（2008年） 
実績値 

（2015年） 
温度 40℃以下、または3℃の上昇 データなし 
pH 6～9 7.9 
BOD5(mg/l) <50 32.6 
TSS(mg/l) <150 8.34 
HEM(mg/l) <15 データなし 
NH3-N(mg/l) <10 3.8 
大腸菌 (count/100ml) <400 162,000 

出所：グレナダ国家上下水道局による水質検査報告書 
注： 

BOD5：検水中の微生物の増殖あるいは呼吸作用により消費される酸素量のこと（生物学的酸素要求量） 
TSS：水中に分散している固形物で検水をろ過した時に分離される物質（総懸濁固体量） 
HEM：水中の油分等を表わす指標（ノルマルヘキサン抽出物質量） 
NH3-N：蛋白質、尿素、尿酸等の有機性窒素の分解により生成される物質（アンモニア性窒素） 

 

水産加工による廃棄物については、当初、残滓を動物のエサにする試験を行ったものの、民間企

業との提携が必要であったことから、事後評価時は中断している。新水産センター施設長による

と、民間企業との提携・協力が得られる見込みであり、この取り組みは 2015 年度後半に実施

を予定している。鮮魚の内臓除去作業は主に洋上で行われており、新水産センターでの加工作業に

より発生する残滓についても外洋 1～2 キロ地点で処分することで、コスト削減に努めている。魚

の残滓などの有機物は、外洋で投棄する場合、食物連鎖で他の生物の食料になるため、沿岸環境へ

の影響はないと考えられる。 

 

３.４.２.２ 住民移転・用地取得 

本事業では 2010 年に 3 世帯分の用地取得（371m²）と移転が実施された。補償総額は 1,563

万円であった。住民移転はグレナダの法的手続きに従って行われ、特段の問題は生じなか

った。 

 

３.４.２.３ その他正負のインパクト 

ゴーブ地区では地域の振興のため、毎週金曜日に同地区内の飲食店が地産の魚介類を

様々な調理法にて調理し屋台販売を行う「フィッシュ・フライデー」というイベントが行

われ、毎週、欧米や近隣諸国からの外国人観光客やゴーブ地区を含むグレナダ島全体の住

民が多く訪れる。飲食店は地産の魚介類を使用しており、本事業の新水産センターが魚の
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入手先として活用されている。その他、負のインパクトは特に報告されていない。 

 

以上より、本事業の実施により、おおむね計画どおりの発現が見られ、有効性・インパ

クトは高い。 

 
３.５ 持続性（レーティング：②） 

３.５.１ 運営・維持管理の体制 

実施機関である農林水産環境省水産局の運営・維持管理の体制は計画時から大きな変更

はない。本事業により建設された新水産センターの要員配置は、表 6 に示すように、ほぼ

計画どおりである。2012 年 8 月の瑕疵検査時に指摘された 3 名の欠員は 2014 年までに人員

配置が行われたため解消された。施設職員は毎日朝 6 時から夜中の最終船まで、製氷・冷

凍庫、資料整理作業は輪番制で担当している。この体制で日々の業務は滞りなく行われて

いる。 

 

表 6 新水産センター職員の要員計画と実績 

 目標値（計画時） 実績値（2015 年） 
水産センター施設長兼普及員 1 名 1 名 
水産センター監督者 1 名 1 名 
フロアマネージャー 1 名 1 名 
経理事務員 1 名 1 名 
清掃員 2 名 2 名 
データ事務員 1 名 1 名 
製氷・冷凍庫作業員 2 名 2 名 
水産センター監視員 2 名 民間会社へ委託（1 名） 
合計 11 名 10 名 

出所：水産局インタビュー 

 

 

瑕疵検査時に加工室が利用されていないことが懸念されていたが、その後、民間水産会

社による借用が決まり、輸出向けの加工作業場として活用されている。また、瑕疵検査時

には、施設利用・魚の鮮度・施設利用者の意見についてのモニタリング体制の確立及び水

産物の販売先の開拓の必要性が指摘されていた。このうち、モニタリング体制の確立につ

いては岸壁占有時間の記録を一部開始したり、鮮度判定を行うための五官的鮮度判定法ガ

イドラインを作成したりするなど 19、モニタリングを強化する取り組みを行っている。 

他方、水産物の販路開拓への努力は特に行われておらず、水産局はこれを今後の課題と

して認識している。なお、販売員 20に関しては、水産市場には旧水産市場から 6 名程度の販

19  魚介類の鮮度判定法には五官検査によるものと理化学的検査によるものとがある。前者は外観、臭気な

どによって総合的に鮮度を判定する方法である。 
20  販売員は水産局から販売区画を借り上げて小売販売を行っている。 
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売員が移動し、新たに 2 名程度が販売スペースを利用することが予定されていたが、事後

評価時には旧市場で働いていた 2 名のみが継続して販売スペースを借りて小売販売を行う

にとどまっている。これは、新水産市場が道路から奥まった場所に移動したことにより水

産市場の利用者数が増加しておらず、追加予定であった 2 名は小売販売を開始していない。

また、旧水産市場にて小売販売を行っていた 6 名のうち 4 名は立地条件及び個人的理由に

より新水産市場での販売を行っていない。これらは、販路拡大への課題とともにも関連し

ていることから、水産市場での小売販売体制の強化が必要であると思われる。 

アンテナ施設の維持管理は外部に委託されており、日常の維持管理記録が整備され、補

修なども適切に行われていた。 

以上より、アンテナ施設の運営・維持管理の体制には問題はないものの、水産センターの

運営・維持管理の体制には一部課題があるといえる。 

 

３.５.２ 運営・維持管理の技術 

製氷機・冷蔵保管庫をはじめとする各種設備の維持管理には、日本で研修を受けた水産

局所属の上級冷蔵技術者が従事している。同者はグレナダ国内にある 3 カ所の水産センタ

ーに勤める 4 人の技術者及び作業員の監督をしており、十分な技術能力を持っている。日々

の機器の点検は、製氷機のオイルゲージの確認、排水処理の確認や運用ログへの記載など

が主な作業で、これらは新水産センターの製氷・冷凍庫作業員（2 名）が行っている。週 1

回の頻度で保守点検巡回が実施されており、上記上級冷蔵技術者が新水産センターの運用

ログの確認を行っている。設備の保守マニュアルは上級冷蔵技術者と水産局長が一部ずつ

保管しており、技術者は毎週の保守点検巡回時に同マニュアルを持参し、活用している。 

アンテナ鉄塔及びリピーター小屋を含む通信施設の維持管理は建設後、民間業者に委託

された。点検記録が残されており、リピーター小屋への落雷による被害を修理した他は、

特に修理を行わなくとも良好な状態にある。 

以上より、本事業の施設や機材の運営・維持管理やスタッフの技術には問題がないとい

える。 

 

３.５.３ 運営・維持管理の財務 

新水産センターの運営経費は、水産局に配分された政府予算の中から支出され、新水産

センターで発生した収入は国庫に納められる。支出が収入を上回った場合でも、支出は全

て水産局予算で賄われる仕組みになっている。 

なお、農林水産環境省の全体予算は、2012 年より毎年増額している 21。 

 

 

21  農林水産環境省の予算は 23,569,561EC ドル（2012 年）、31,975,102 ドル（2013 年）、28,800,111 ドル

（2014 年）、39,172,451 ドル（2015 年）で、それぞれ国家予算の 2.30%、2.90%、3.10%、3.40%を占

めている。 

 
17 

                                                   



表 7 新水産センターの収支計画と実績 

費目 
計画額 

実績額 
2012 年 2013 年 2014 年 

(ECドル/年) (ECドル/年) (ECドル/年) (ECドル/年) 計画比 

収入           
①水揚げ魚の受入（受入手数料） 31,621 18,039 24,894 47,115 149% 
②氷販売 307,969 51,702 132,285 105,349 34% 
③燃料販売（販売委託料） 606,528 - - - 0% 
④餌庫運営 32,700 

13,545 35,230 48,810 150% ⑤冷蔵施設運営 15,056 
⑥冷凍庫施設運営 13,264 
⑦小売業者管理 27,000 1,395 825 2,791 10% 
⑧魚捌き入管理 6,750 35 225 370 5% 
⑨魚加工管理 24,000 - 7,000 23,000 96% 
⑩ワークショップ管理 6,000 - - - 0% 
⑪事務所管理 8,100 - 350 75 1% 
収入合計 1,050,668 84,717 200,810 227,677 22% 

支出      
①人件費 128,700 106,935 122,375 144,462 112% 
②電力料 657,861 114,492 252,727 207,439 32% 
③水道料 0 0 0 0 - 
④建物補修・修繕費 22,653 21,182 14,000 12,750 56% 
⑤事務所経費 4,050 4,175 5,270 5,275 130% 
⑥製氷・冷蔵施設の設備維持費用 4,308 2,118 1,250 1,250 29% 
支出合計 817,572 260,811 417,791 371,176 45% 

収支 
年間運営利益 

（収入合計‐支出合計） 
233,096 -164,185 -194,812 -143,499 -62% 

出所：JICA 提供資料、水産局聞き取り調査 
注）1EC ドル＝0.37 米ドル（1 米ドル＝2.7EC ドル(固定レート）） 

 

表 7 に示すとおり、事業完成後の 3 年間は常に支出が収入を上回っている。最大の収入

源となるはずだった燃料販売は、石油販売会社が卸す燃料を新たに設立されるゴーブ漁業

組合 22が委託販売する計画であったが、手続き上の問題で同組合の設立が遅れたことから、

事後評価時点においても燃料販売は開始されていない。現地調査時点においてはゴーブ漁

業組合の設立準備はほぼ終了し、2015 年 9 月に漁業組合への委託契約が完了する見込みで

ある。水産局によると、燃料販売が開始されれば、原油価格の推移を考慮しても年間

427,500EC ドル程度の売上げが期待され、赤字は解消すると考えられる。次に大きな収入

源である氷販売については、故障のため製氷機の氷生産能力が半減していること、また、

政府、非営利団体へ氷を無償提供していることなどにより、2014 年の氷販売による収入は

計画の 3 分の 1 程度にとどまった。予定どおり 2016 年に製氷機の氷生産能力が回復すれば、

同収入は増加すると予想される。また計画時より年 l 回程度の定期整備を目的としたワー

22  ゴーブ漁業組合は、当初の計画において、グレナダ政府が支援して漁民の経済的社会的地位の向上と水

産業の生産力の増進とを図るために設立される予定であった。 
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クショップでの管理費が見込まれていた。しかし、民間団体あるいは個人に賃貸する予定

であったものの、契約先が見つからず、事後評価時では活用されていなかったため収入が

なかった。事後評価時点において、民間企業のエンジニアと契約交渉が進められており、

2015 年中に契約が成立する見通しである。なお、財政健全化のため政府は省エネ努力を推

進しており、新水産センターにおいても使用していない機材は徹底して電源を入れないな

ど不必要な電力浪費を控えることで、最大の支出項目である電力支出を計画値より大幅に

抑えている。

このように、財務面では、水揚げの受入手数料や餌庫運営、冷蔵施設運営、冷凍庫施設

運営による各収入は計画値を上回るものの、最大の収入源となるはずであった燃料販売が

未開始であるため安定した収入は確保されておらず、本事業施設の収支は赤字が続いてい

る。一方、本事業施設の収入に不足が生じた場合は、全て水産局予算で賄われる仕組みに

なっていることから、運営・維持管理の財務については一部課題がある。

３.５.４ 運営・維持管理の状況 

本事業の施設・機材の維持管理状況は、製氷機の故障、フォークリフトのバッテリー切

れ及びクレーン付きトラックのチェーン部分の破損を除き、問題は発生していない。新水

産センターの日々の清掃や保守点検業務も、それぞれ同センターの清掃員及び技術者によ

って適切に行われている。

製氷機は、有効性の項で述べたように、コンプレッサーの故障により製氷能力が半減し

たが、我が国の無償資金協力を得て 2016 年中には修理される見込みである。また、2013 年

にフォークリフトのバッテリーが切れ、さらに、2014 年にクレーン付きトラックのチェー

ン部分が破損し、いずれも 2015 年 5 月の現地調査時点において使用されていなかった。た

だし、それぞれバッテリーとチェーンの調達が同時点において既に行われており、2015 年

中に修理される見通しである。したがって、効果発現の見込みはあると判断する。

以上より、本事業の維持管理は体制と財務状況に軽度な問題があり、本事業によって発

現した効果の持続性は中程度である。

４. 結論及び提言・教訓

４.１ 結論 

本事業は、グレナダのグレナダ島セント・ジョン郡ゴーブ地区において、桟橋の新設、

水産センターの改築及び関連施設の整備等を通じた施設の機能拡充により、漁業流通量の

増加と操業漁船の安全性強化を図り、もって漁業従事者の収入増加、食料自給率の増加及

び就業機会の増加に寄与することを目的に実施された。本事業は、計画時ならびに事後評

価時のグレナダの開発政策及び日本の援助政策における重点分野と合致しており、また、

同国の農林水産環境省の開発政策、水産分野の開発ニーズとも合致しており、妥当性は高
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い。事業期間は計画内に収まったが、事業費は計画を上回ったため、本事業の効率性は中

程度である。本事業実施後、漁業用通信施設が整備されたことにより海難事故が減少した

ほか、新水産センターでは氷の不足及びポスト・ハーベスト・ロスが無くなったため、操

業時間・操業日数が増加し、年間取扱量が増加した。これに伴い就労漁民数及び漁船数は

増加し、雇用機会が創出された。以上から、本事業の有効性・インパクトは高い。本事業

の運営・維持管理は体制面及び技術面に問題はないが、財務面では、水揚げの受入手数料

や餌庫運営、冷蔵施設運営、冷凍庫施設運営による各収入は計画値を上回るものの、最大

の収入源となるはずであった燃料販売が事後評価時点においても未開始であるため安定し

た収入が得られておらず、財務状況に一部課題がある。よって本事業によって発現した効

果の持続性は中程度である。以上より、本プロジェクトの評価は高いといえる。 

 
４.２ 提言 

４.２.１ 実施機関への提言 

新水産センターでは、燃料販売の運営主体となるゴーブ漁業組合の設立手続きに時間を

要したため、燃料タンクを設置して 3 年を経過した事後評価時点においても燃料販売が始

められず、燃料販売による収入は全く得られていない。水産局は、まず、ゴーブ漁業組合

の設立支援を行い、次に石油販売会社が卸す燃料を同組合が委託販売するための契約にか

かる支援を行う必要がある。また、民間団体あるいは個人へのワークショップの賃貸にか

かる農業水産環境省の承認を得るのにも時間を要していることから、水産局は政府内の迅

速な対応を促す必要がある。 

2015 年 5 月に国家上下水道局が行った水質検査によると、新水産センターの処理後の排

水では大腸菌数が基準を大幅に超えて、水中の油分等を表わす指標（HEM）の計測が行わ

れていないことが判明している。したがって、水産局は定期的な水質検査を行う体制を早

急に確立し、排水水質や消毒処理を適切に実施する必要がある。 
 

４.２.２JICA への提言 

なし 

 
４.３教訓 

なし 
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